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道 路 関 係 ４ 公 団 の 債 務 返 済 イ メ ー ジ の 試 算 例 （ 追 加 ）

将 来 金 利 ３ ～ ５ ％ の 場 合 の 債 務 返 済 イ メ ー ジ を 追 加 試 算 。
将 来 金 利 ５ ％ の 場 合 は 、 料 金 施 策 の 見 直 し に よ り 基 本 ケ ー
ス と 比 較 し て 約 ５ ％ の 増 収 を 見 込 む こ と に よ り 、 ４ ５ 年 以
内 の 債 務 返 済 が 可 能 と 試 算 さ れ る 。

比 較 ケ ー ス と 債 務 返 済 期 間

平 成 １ ６ 年 ４ 月 ９ 日 提 出 分

ケ ー ス 将 来 料 金 施 策 債 務 返 済
金 利 期間

基 本 ケ ー ス ４ ％ 高 速 自 動 車 国 道 ４ ４ 年
１）平 均 １ 割 引

追 加 ケ ー ス １ 高 速 自 動 車 国 道
建 設 な し ４ ％ 平 均 １ 割 引 ３ ５ 年１）

建 設 仮 勘 定 返 済 あ り

追 加 ケ ー ス ２ 高 速 自 動 車 国 道
建 設 な し ４ ％ 平 均 １ 割 引 ２ ７ 年１）

建 設 仮 勘 定 返 済 な し

今 回 追 加 提 出 分

ケ ー ス 将 来 料 金 施 策 債 務 返 済
金 利 期間

追 加 ケ ー ス ３ ３ ％ 高 速 自 動 車 国 道 ３ ８ 年
１）平 均 １ 割 引

追 加 ケ ー ス ４ ５ ％ 高 速 自 動 車 国 道 ５ ５ 年
１）平 均 １ 割 引

追 加 ケ ー ス ４ － １ ５ ％ 基 本 ケ ー ス と 比 較 し て ４ ４ 年
約 ５ ％ の 増 収 を 図 る

追 加 ケ ー ス ４ － ２ ５ ％ 高 速 自 動 車 国 道 ４ ９ 年
２ １）

（ 交 通 需 要 推 計 ： 高 位 ）
） 平 均 １ 割 引
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１）料金弾性値は０．３

２）交 通 需 要 推 計 の 高 位 推 計 、中 位 推 計 （標 準 ケ ー ス ）は 以 下 の と お り

高 位 推 計 ：人 口 は 国 立 社 会 保 障 ・人 口 問 題 研 究 所 「日 本 の 将 来 推 計 人 口 （平 成 1 4 年 １ 月 推 計 ）」の

、ＧＤＰは、2010年まで高位・中 位 ・低 位 推 計 共 通 、 2 0 1 1 年 以 降 は 労 働 生 産 性 は高 位 推 計

、労 働 力 人 口 は 将 来 人 口 の を使民 間 、 政 府 関 連 の 各 機 関 ※ の 推 計 値 の 平 均 値 高 位 推 計

用 。

中 位 推 計 （標 準 ケ ー ス ）：人 口 は 国 立 社 会 保 障 ・人 口 問 題 研 究 所 「日 本 の 将 来 推 計 人 口 （平 成 1 4 年 １

月 推 計 ）」の 、ＧＤＰは、2010年まで高位・中 位 ・低 位 推 計 共 通 、 2 0 1 1 年 以 降 は 労中 位 推 計

働 生 産 性 は 、 労 働 力 人 口 は 将 来 人 口 の を使国 土 交 通 省 の 推 計 値 （標 準 ケ ー ス ） 中 位 推 計

用

※ 日 本 経 済 研 究 セ ン タ ー 「長 期 経 済 予 測 」( 平 成 1 4 年 ３ 月 ）、財 務 省 財 務 総 合 政 策 研 究 所 「少 子 高 齢

化 の 進 展 と 今 後 の 我 が 国 経 済 社 会 の 展 望 （平 成 1 2 年 1 1 月 ）、経 済 企 画 庁 総 合 計 画 局 「人 口 減 少 下

の 経 済 に 関 す る 研 究 会 」（平成12年６月）、経 済 企 画 庁 経 済 研 究 所 「高 齢 化 の 経 済 分 析 」（経 済 分 析

151号、平成９年）

３ ） そ の 他 の 試 算 条 件 は ４ 月 ９ 日 提 出 分 の 基 本 ケ ー ス に 同 じ （概 要 は 以 下 の と お り ）

① １７年 度 当 初 見 込 み ４３．８兆 円 を 、 試 算 に お け る 要 償 還 額 と す る 。

② 事 業 費 １ ０．８兆 円 を 会 社 が １ ７ 年 度 以 降 投 資 。 （民 営 化 前 に 公 団 が 実 施 す る 建 設 費 を 含 む ）

③ 管 理 費 は 、１７年 度 に １４年度予算に対して３０％カットを実施。（新 規 供 用 に 伴 う 増 分 は 計 上 ）

④新たな更新経費として、道路資産額の約０.２％を２２年度以降計上。（建 設 投 資 と同 様 の 扱 い ）

⑤ 料 金 収 入 は 、１６年 度 見 込 み 額 を 基 に 、 今 後 の 交 通 需 要 推 計 値 の 伸 び と 、新 規 供 用 に よ る 延 長 の

伸 び を 踏 ま え ３ ２ 年 度 の 額 を 推 計 。 ３ ２ 年 度 ま で の 途 中 年 度 は 直 線 補 間 し 、 供 用 の な い ３ ２ 年 度 以

降 は 交 通 需 要 推 計 値 に 比 例 さ せ た 。

４）４月 ９日 追 加 分 の 追 加 ケ ー ス １ 、 追 加 ケ ー ス ２ の 詳 細 は 本 資 料 か ら 除 い て い る 。
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道路関係４公団の債務返済イメージの試算例（機構）
（単位：兆円）

会社

からの
有利子負債 出資金 計 承継債務

1 17 38.2 5.6 43.8 1.8 0.7 1.1 1.0 0.1 1.96%

2 18 38.0 5.7 43.7 1.9 0.7 1.1 1.0 0.1 1.94%

3 19 37.8 5.8 43.6 1.9 0.7 1.2 1.0 0.1 2.02%

4 20 37.5 5.9 43.4 1.9 0.8 1.1 1.0 0.1 2.20%

5 21 37.3 6.0 43.3 2.0 0.9 1.1 1.0 0.1 2.42%

6 22 37.1 6.1 43.2 2.0 0.9 1.0 0.6 0.1 2.63%

7 23 36.6 6.2 42.8 2.0 1.0 1.0 0.6 0.1 2.87%

8 24 36.2 6.3 42.5 2.1 1.1 1.0 0.6 0.1 3.07%

9 25 35.7 6.4 42.1 2.1 1.1 0.9 0.6 0.1 3.31%

10 26 35.3 6.5 41.8 2.1 1.2 0.9 0.6 0.1 3.55%

11 27 35.0 6.6 41.6 2.1 1.3 0.9 0.6 0.1 3.72%

12 28 34.7 6.7 41.4 2.2 1.3 0.9 0.6 0.1 3.86%

13 29 34.4 6.8 41.2 2.2 1.3 0.9 0.6 0.1 3.95%

14 30 34.0 6.9 40.9 2.2 1.3 0.9 0.6 0.1 3.99%

15 31 33.7 7.0 40.7 2.2 1.3 0.9 0.6 0.1 3.99%

16 32 33.3 7.1 40.4 2.3 1.3 1.0 0.6 0.1 3.99%

17 33 32.9 7.2 40.0 2.3 1.3 1.0 0.1 0.1 3.99%

18 34 31.9 7.3 39.1 2.3 1.2 1.0 0.1 0.1 4.00%

19 35 30.9 7.3 38.2 2.3 1.2 1.1 0.1 0.0 4.00%

20 36 29.9 7.3 37.3 2.3 1.2 1.1 0.1 0.0 4.00%

21 37 28.9 7.3 36.2 2.3 1.1 1.1 0.1 0.0 4.00%

22 38 27.9 7.3 35.2 2.3 1.1 1.2 0.1 0.0 4.00%

23 39 26.8 7.3 34.1 2.3 1.0 1.2 0.1 0.0 4.00%

24 40 25.7 7.3 33.0 2.3 1.0 1.3 0.1 0.0 4.00%

25 41 24.5 7.3 31.8 2.2 0.9 1.3 0.1 0.0 4.00%

26 42 23.3 7.3 30.6 2.2 0.9 1.4 0.1 0.0 4.00%

27 43 22.0 7.3 29.4 2.2 0.8 1.4 0.1 0.0 4.00%

28 44 20.7 7.3 28.1 2.2 0.8 1.4 0.1 0.0 4.00%

29 45 19.4 7.3 26.8 2.2 0.7 1.5 0.1 0.0 4.00%

30 46 18.0 7.3 25.4 2.2 0.7 1.5 0.1 0.0 4.00%

31 47 16.6 7.3 24.0 2.2 0.6 1.6 0.1 0.0 4.00%

32 48 15.1 7.3 22.5 2.2 0.6 1.6 0.1 0.0 4.00%

33 49 13.6 7.3 21.0 2.2 0.5 1.7 0.1 0.0 4.00%

34 50 12.1 7.3 19.4 2.2 0.4 1.7 0.1 0.0 4.00%

35 51 10.5 7.3 17.8 2.2 0.4 1.8 0.1 0.0 4.00%

36 52 8.8 7.3 16.1 2.1 0.3 1.8 0.1 0.0 4.00%

37 53 7.1 7.3 14.4 2.1 0.2 1.9 0.1 0.0 4.00%

38 54 5.3 7.3 12.6 2.1 0.2 2.0 0.1 0.0 4.00%

39 55 3.4 7.3 10.8 2.1 0.1 2.0 0.1 0.0 4.00%

40 56 1.5 7.3 8.9 2.1 0.0 2.1 0.1 0.0 4.00%

41 57 0.0 6.9 6.9 2.1 0.0 2.1 0.1 0.0 4.00%

42 58 0.0 4.9 4.9 2.1 0.0 2.1 0.1 0.0 4.00%

43 59 0.0 2.9 2.9 2.1 0.0 2.1 0.1 0.0 4.00%

44 60 0.0 0.9 0.9 2.1 0.0 2.1 0.1 0.0 4.00%

45 61 0.0 0.0 0.0

（注１）表現の都合上、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

国等からの
出資金年度年数

債務残高

　（年度当初要償還額）

会社からの
リース料
（収入）

利息支払い
（支出） 収支差

金利
（有利子平

残）

基本ケース：将来金利＝４％
　　　　　　交通需要推計　中位
　　　　　　高速国道平均１割引
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道路関係４公団の債務返済イメージの試算例（６会社合計）
（単位：兆円）

消費税 リース料 建設費 新たな
相当額 支払い （注１） 更新経費（注１）

① ② ③ ①-②-③ ④ ⑤ ④+⑤

1 17 2.5 0.6 0.1 1.8 1.0 0.0 1.0

2 18 2.5 0.6 0.1 1.9 1.0 0.0 1.0

3 19 2.6 0.6 0.1 1.9 1.0 0.0 1.0

4 20 2.6 0.6 0.1 1.9 1.0 0.0 1.0

5 21 2.7 0.6 0.1 2.0 1.0 0.0 1.0

6 22 2.7 0.6 0.1 2.0 0.5 0.1 0.6

7 23 2.7 0.6 0.1 2.0 0.5 0.1 0.6

8 24 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

9 25 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

10 26 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

11 27 2.9 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

12 28 2.9 0.6 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

13 29 2.9 0.7 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

14 30 3.0 0.7 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

15 31 3.0 0.7 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

16 32 3.0 0.7 0.1 2.3 0.5 0.1 0.6

17 33 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

18 34 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

19 35 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

20 36 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

21 37 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

22 38 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

23 39 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

24 40 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

25 41 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

26 42 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

27 43 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

28 44 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

29 45 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

30 46 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

31 47 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

32 48 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

33 49 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

34 50 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

35 51 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

36 52 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

37 53 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

38 54 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

39 55 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

40 56 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

41 57 2.8 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

42 58 2.8 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

43 59 2.8 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

44 60 2.8 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

45 61

（注１）建設費と新たな更新経費には発生利息・民営化前に公団が実施する建設費を含む
（注２）毎年度の投資によって形成された資産及び債務は、すべて年度末に機構に承継されると仮定
（注３）表現の都合上、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

会社から機構へ
の承継債務（注２）

管理費料金収入年度年数

基本ケース：将来金利＝４％
　　　　　　交通需要推計　中位
　　　　　　高速国道平均１割引
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道路関係四公団の債務返済イメージの試算例（機構）
（単位：兆円）

会社 金利
からの （有利子平残）

有利子負債 出資金 計 承継債務

1 17 38.2 5.6 43.8 1.8 0.7 1.1 1.0 0.1 1.96%

2 18 38.0 5.7 43.7 1.9 0.7 1.1 1.0 0.1 1.94%

3 19 37.8 5.8 43.6 1.9 0.7 1.2 1.0 0.1 2.00%

4 20 37.5 5.9 43.4 1.9 0.8 1.2 1.0 0.1 2.11%

5 21 37.3 6.0 43.3 2.0 0.8 1.2 1.0 0.1 2.23%

6 22 37.0 6.1 43.1 2.0 0.8 1.2 0.6 0.1 2.34%

7 23 36.4 6.2 42.6 2.0 0.9 1.1 0.6 0.1 2.48%

8 24 35.8 6.3 42.1 2.1 0.9 1.1 0.6 0.1 2.62%

9 25 35.2 6.4 41.6 2.1 0.9 1.1 0.6 0.1 2.76%

10 26 34.6 6.5 41.1 2.1 1.0 1.1 0.6 0.1 2.89%

11 27 34.0 6.6 40.6 2.1 1.0 1.2 0.6 0.1 2.96%

12 28 33.4 6.7 40.1 2.2 1.0 1.2 0.6 0.1 2.99%

13 29 32.8 6.8 39.5 2.2 0.9 1.2 0.6 0.1 3.00%

14 30 32.1 6.9 38.9 2.2 0.9 1.3 0.6 0.1 3.00%

15 31 31.3 7.0 38.3 2.2 0.9 1.3 0.6 0.1 3.00%

16 32 30.5 7.1 37.6 2.3 0.9 1.4 0.6 0.1 3.00%

17 33 29.7 7.2 36.9 2.3 0.9 1.4 0.1 0.1 3.00%

18 34 28.3 7.3 35.6 2.3 0.8 1.4 0.1 0.1 3.00%

19 35 26.9 7.3 34.2 2.3 0.8 1.5 0.1 0.0 3.00%

20 36 25.5 7.3 32.8 2.3 0.7 1.5 0.1 0.0 3.00%

21 37 24.1 7.3 31.4 2.3 0.7 1.6 0.1 0.0 3.00%

22 38 22.6 7.3 30.0 2.3 0.6 1.6 0.1 0.0 3.00%

23 39 21.1 7.3 28.4 2.3 0.6 1.7 0.1 0.0 3.00%

24 40 19.6 7.3 26.9 2.3 0.6 1.7 0.1 0.0 3.00%

25 41 18.0 7.3 25.3 2.2 0.5 1.7 0.1 0.0 3.00%

26 42 16.3 7.3 23.7 2.2 0.5 1.8 0.1 0.0 3.00%

27 43 14.6 7.3 22.0 2.2 0.4 1.8 0.1 0.0 3.00%

28 44 12.9 7.3 20.3 2.2 0.4 1.9 0.1 0.0 3.00%

29 45 11.2 7.3 18.5 2.2 0.3 1.9 0.1 0.0 3.00%

30 46 9.3 7.3 16.7 2.2 0.2 2.0 0.1 0.0 3.00%

31 47 7.5 7.3 14.8 2.2 0.2 2.0 0.1 0.0 3.00%

32 48 5.6 7.3 12.9 2.2 0.1 2.0 0.1 0.0 3.00%

33 49 3.7 7.3 11.0 2.2 0.1 2.1 0.1 0.0 3.00%

34 50 1.7 7.3 9.0 2.2 0.0 2.1 0.1 0.0 3.00%

35 51 0.0 6.9 6.9 2.2 0.0 2.2 0.1 0.0 3.00%

36 52 0.0 4.9 4.9 2.1 0.0 2.1 0.1 0.0 3.00%

37 53 0.0 2.9 2.9 2.1 0.0 2.1 0.1 0.0 3.00%

38 54 0.0 0.8 0.8 2.1 0.0 2.1 0.1 0.0 3.00%

39 55 0.0 0.0 0.0

40 56

41 57

42 58

43 59

44 60

45 61

（注１）表現の都合上、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

国等からの
出資金年度年数

債務残高
　（年度当初要償還額）

会社からの
リース料
（収入）

利息支払い
（支出） 収支差

追加ケース３：将来金利＝３％
　　　　　　　交通需要推計　中位
　　　　　　　高速国道平均１割引
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道路関係四公団の債務返済イメージの試算例（６会社合計）
（単位：兆円）

消費税 リース料 建設費 新たな
相当額 支払い （注１） 更新経費（注１）

① ② ③ ①-②-③ ④ ⑤ ④+⑤

1 17 2.5 0.6 0.1 1.8 1.0 0.0 1.0

2 18 2.5 0.6 0.1 1.9 1.0 0.0 1.0

3 19 2.6 0.6 0.1 1.9 1.0 0.0 1.0

4 20 2.6 0.6 0.1 1.9 1.0 0.0 1.0

5 21 2.7 0.6 0.1 2.0 1.0 0.0 1.0

6 22 2.7 0.6 0.1 2.0 0.5 0.1 0.6

7 23 2.7 0.6 0.1 2.0 0.5 0.1 0.6

8 24 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

9 25 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

10 26 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

11 27 2.9 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

12 28 2.9 0.6 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

13 29 2.9 0.7 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

14 30 3.0 0.7 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

15 31 3.0 0.7 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

16 32 3.0 0.7 0.1 2.3 0.5 0.1 0.6

17 33 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

18 34 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

19 35 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

20 36 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

21 37 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

22 38 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

23 39 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

24 40 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

25 41 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

26 42 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

27 43 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

28 44 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

29 45 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

30 46 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

31 47 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

32 48 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

33 49 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

34 50 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

35 51 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

36 52 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

37 53 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

38 54 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

39 55

40 56

41 57

42 58

43 59

44 60

45 61

（注１）建設費と新たな更新経費には発生利息・民営化前に公団が実施する建設費を含む
（注２）毎年度の投資によって形成された資産及び債務は、すべて年度末に機構に承継されると仮定
（注３）表現の都合上、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

年度年数
会社から機構へ
の承継債務（注２）

管理費料金収入

追加ケース３：将来金利＝３％
　　　　　　　交通需要推計　中位
　　　　　　　高速国道平均１割引

行政情報ｼｽﾃﾑ室 
6



道路関係四公団の債務返済イメージの試算例（機構）
（単位：兆円）

会社 金利
からの （有利子平残）

有利子負債 出資金 計 承継債務

1 17 38.2 5.6 43.8 1.8 0.7 1.1 1.0 0.1 1.96%

2 18 38.0 5.7 43.7 1.9 0.7 1.1 1.0 0.1 1.93%

3 19 37.8 5.8 43.6 1.9 0.7 1.2 1.0 0.1 2.02%

4 20 37.5 5.9 43.4 1.9 0.8 1.1 1.0 0.1 2.20%

5 21 37.3 6.0 43.3 2.0 0.9 1.1 1.0 0.1 2.43%

6 22 37.1 6.1 43.2 2.0 1.0 1.0 0.6 0.1 2.71%

7 23 36.6 6.2 42.8 2.0 1.1 0.9 0.6 0.1 3.04%

8 24 36.3 6.3 42.5 2.1 1.2 0.9 0.6 0.1 3.33%

9 25 35.9 6.4 42.3 2.1 1.3 0.8 0.6 0.1 3.66%

10 26 35.7 6.5 42.2 2.1 1.4 0.7 0.6 0.1 4.01%

11 27 35.5 6.6 42.1 2.1 1.5 0.7 0.6 0.1 4.29%

12 28 35.4 6.7 42.1 2.2 1.6 0.6 0.6 0.1 4.53%

13 29 35.3 6.8 42.1 2.2 1.6 0.6 0.7 0.1 4.73%

14 30 35.3 6.9 42.2 2.2 1.7 0.5 0.7 0.1 4.88%

15 31 35.3 7.0 42.3 2.2 1.7 0.5 0.7 0.1 4.96%

16 32 35.3 7.1 42.4 2.3 1.7 0.6 0.7 0.1 4.99%

17 33 35.3 7.2 42.5 2.3 1.7 0.6 0.1 0.1 4.99%

18 34 34.8 7.3 42.0 2.3 1.7 0.6 0.1 0.1 4.99%

19 35 34.2 7.3 41.6 2.3 1.7 0.6 0.1 0.0 5.00%

20 36 33.7 7.3 41.1 2.3 1.6 0.6 0.1 0.0 5.00%

21 37 33.2 7.3 40.5 2.3 1.6 0.7 0.1 0.0 5.00%

22 38 32.6 7.3 40.0 2.3 1.6 0.7 0.1 0.0 5.00%

23 39 32.1 7.3 39.4 2.3 1.5 0.7 0.1 0.0 5.00%

24 40 31.5 7.3 38.8 2.3 1.5 0.7 0.1 0.0 5.00%

25 41 30.8 7.3 38.2 2.2 1.5 0.8 0.1 0.0 5.00%

26 42 30.2 7.3 37.5 2.2 1.5 0.8 0.1 0.0 5.00%

27 43 29.5 7.3 36.8 2.2 1.4 0.8 0.1 0.0 5.00%

28 44 28.8 7.3 36.1 2.2 1.4 0.8 0.1 0.0 5.00%

29 45 28.1 7.3 35.4 2.2 1.3 0.9 0.1 0.0 5.00%

30 46 27.3 7.3 34.6 2.2 1.3 0.9 0.1 0.0 5.00%

31 47 26.5 7.3 33.8 2.2 1.3 0.9 0.1 0.0 5.00%

32 48 25.7 7.3 33.0 2.2 1.2 1.0 0.1 0.0 5.00%

33 49 24.8 7.3 32.2 2.2 1.2 1.0 0.1 0.0 5.00%

34 50 24.0 7.3 31.3 2.2 1.1 1.0 0.1 0.0 5.00%

35 51 23.0 7.3 30.4 2.2 1.1 1.1 0.1 0.0 5.00%

36 52 22.1 7.3 29.4 2.1 1.1 1.1 0.1 0.0 5.00%

37 53 21.1 7.3 28.5 2.1 1.0 1.1 0.1 0.0 5.00%

38 54 20.1 7.3 27.4 2.1 1.0 1.2 0.1 0.0 5.00%

39 55 19.0 7.3 26.4 2.1 0.9 1.2 0.1 0.0 5.00%

40 56 17.9 7.3 25.3 2.1 0.8 1.3 0.1 0.0 5.00%

41 57 16.8 7.3 24.1 2.1 0.8 1.3 0.1 0.0 5.00%

42 58 15.6 7.3 22.9 2.1 0.7 1.4 0.1 0.0 5.00%

43 59 14.3 7.3 21.7 2.1 0.7 1.4 0.1 0.0 5.00%

44 60 13.0 7.3 20.4 2.1 0.6 1.5 0.1 0.0 5.00%

45 61 11.7 7.3 19.0 2.1 0.5 1.5 0.1 0.0 5.00%

46 62 10.3 7.3 17.6 2.0 0.5 1.6 0.1 0.0 5.00%

47 63 8.8 7.3 16.1 2.0 0.4 1.7 0.1 0.0 5.00%

48 64 7.3 7.3 14.6 2.0 0.3 1.7 0.1 0.0 5.00%

49 65 5.6 7.3 13.0 2.0 0.2 1.8 0.1 0.0 5.00%

50 66 3.9 7.3 11.3 2.0 0.1 1.9 0.1 0.0 5.00%

51 67 2.1 7.3 9.5 2.0 0.1 2.0 0.1 0.0 5.00%

52 68 0.3 7.3 7.6 2.0 0.0 2.0 0.1 0.0 5.00%

53 69 0.0 5.7 5.7 2.0 0.0 2.0 0.1 0.0 5.00%

54 70 0.0 3.7 3.7 2.0 0.0 2.0 0.1 0.0 5.00%

55 71 0.0 1.8 1.8 2.0 0.0 2.0 0.1 0.0 5.00%

56 72 0.0 0.0 0.0
（注１）表現の都合上、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

国等からの
出資金年度年数

債務残高
　（年度当初要償還額）

会社からの
リース料
（収入）

利息支払い
（支出） 収支差

   追加ケース４：将来金利＝５％
　　　　　　　　 交通需要推計　中位
　　　　　　 　　高速国道平均１割引

行政情報ｼｽﾃﾑ室 
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道路関係四公団の債務返済イメージの試算例（６会社合計）
（単位：兆円）

消費税 リース料 建設費 新たな
相当額 支払い （注１） 更新経費（注１）

① ② ③ ①-②-③ ④ ⑤ ④+⑤

1 17 2.5 0.6 0.1 1.8 1.0 0.0 1.0

2 18 2.5 0.6 0.1 1.9 1.0 0.0 1.0

3 19 2.6 0.6 0.1 1.9 1.0 0.0 1.0

4 20 2.6 0.6 0.1 1.9 1.0 0.0 1.0

5 21 2.7 0.6 0.1 2.0 1.0 0.0 1.0

6 22 2.7 0.6 0.1 2.0 0.5 0.1 0.6

7 23 2.7 0.6 0.1 2.0 0.5 0.1 0.6

8 24 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

9 25 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

10 26 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

11 27 2.9 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

12 28 2.9 0.6 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

13 29 2.9 0.7 0.1 2.2 0.5 0.1 0.7

14 30 3.0 0.7 0.1 2.2 0.5 0.1 0.7

15 31 3.0 0.7 0.1 2.2 0.5 0.1 0.7

16 32 3.0 0.7 0.1 2.3 0.5 0.1 0.7

17 33 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

18 34 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

19 35 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

20 36 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

21 37 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

22 38 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

23 39 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

24 40 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

25 41 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

26 42 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

27 43 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

28 44 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

29 45 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

30 46 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

31 47 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

32 48 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

33 49 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

34 50 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

35 51 2.9 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

36 52 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

37 53 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

38 54 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

39 55 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

40 56 2.9 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

41 57 2.8 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

42 58 2.8 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

43 59 2.8 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

44 60 2.8 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

45 61 2.8 0.7 0.1 2.1 0.0 0.1 0.1

46 62 2.8 0.7 0.1 2.0 0.0 0.1 0.1

47 63 2.8 0.7 0.1 2.0 0.0 0.1 0.1

48 64 2.8 0.7 0.1 2.0 0.0 0.1 0.1

49 65 2.8 0.7 0.1 2.0 0.0 0.1 0.1

50 66 2.8 0.7 0.1 2.0 0.0 0.1 0.1

51 67 2.8 0.7 0.1 2.0 0.0 0.1 0.1

52 68 2.8 0.7 0.1 2.0 0.0 0.1 0.1

53 69 2.8 0.7 0.1 2.0 0.0 0.1 0.1

54 70 2.8 0.7 0.1 2.0 0.0 0.1 0.1

55 71 2.8 0.7 0.1 2.0 0.0 0.1 0.1

56 72
（注１）建設費と新たな更新経費には発生利息・民営化前に公団が実施する建設費を含む
（注２）毎年度の投資によって形成された資産及び債務は、すべて年度末に機構に承継されると仮定
（注３）表現の都合上、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

会社から機構へ
の承継債務（注２）

管理費料金収入年度年数

   追加ケース４：将来金利＝５％
　　　　　　　　 交通需要推計　中位
　　　　　　 　　高速国道平均１割引

行政情報ｼｽﾃﾑ室 
8



道路関係四公団の債務返済イメージの試算例（機構）
（単位：兆円）

会社 金利
からの （有利子平残）

有利子負債 出資金 計 承継債務

1 17 38.2 5.6 43.8 2.0 0.7 1.2 1.0 0.1 1.96%

2 18 37.9 5.7 43.6 2.0 0.7 1.3 1.0 0.1 1.93%

3 19 37.5 5.8 43.3 2.0 0.7 1.3 1.0 0.1 2.02%

4 20 37.1 5.9 43.0 2.1 0.8 1.3 1.0 0.1 2.20%

5 21 36.8 6.0 42.8 2.1 0.9 1.2 1.0 0.1 2.43%

6 22 36.4 6.1 42.5 2.1 1.0 1.2 0.6 0.1 2.71%

7 23 35.8 6.2 42.0 2.2 1.1 1.1 0.6 0.1 3.04%

8 24 35.2 6.3 41.5 2.2 1.1 1.1 0.6 0.1 3.33%

9 25 34.7 6.4 41.1 2.2 1.2 1.0 0.6 0.1 3.66%

10 26 34.3 6.5 40.8 2.2 1.3 0.9 0.6 0.1 4.01%

11 27 33.9 6.6 40.5 2.3 1.4 0.9 0.6 0.1 4.29%

12 28 33.6 6.7 40.3 2.3 1.5 0.8 0.6 0.1 4.53%

13 29 33.3 6.8 40.1 2.3 1.5 0.8 0.7 0.1 4.73%

14 30 33.0 6.9 39.9 2.4 1.6 0.8 0.7 0.1 4.88%

15 31 32.8 7.0 39.8 2.4 1.6 0.8 0.7 0.1 4.96%

16 32 32.5 7.1 39.6 2.4 1.6 0.9 0.7 0.1 4.99%

17 33 32.2 7.2 39.4 2.4 1.5 0.9 0.1 0.1 4.99%

18 34 31.3 7.3 38.6 2.4 1.5 0.9 0.1 0.1 4.99%

19 35 30.5 7.3 37.8 2.4 1.5 1.0 0.1 0.0 5.00%

20 36 29.6 7.3 36.9 2.4 1.4 1.0 0.1 0.0 5.00%

21 37 28.7 7.3 36.1 2.4 1.4 1.0 0.1 0.0 5.00%

22 38 27.8 7.3 35.1 2.4 1.3 1.1 0.1 0.0 5.00%

23 39 26.8 7.3 34.2 2.4 1.3 1.1 0.1 0.0 5.00%

24 40 25.8 7.3 33.1 2.4 1.2 1.2 0.1 0.0 5.00%

25 41 24.7 7.3 32.1 2.4 1.2 1.2 0.1 0.0 5.00%

26 42 23.6 7.3 30.9 2.4 1.1 1.3 0.1 0.0 5.00%

27 43 22.4 7.3 29.8 2.4 1.1 1.3 0.1 0.0 5.00%

28 44 21.2 7.3 28.5 2.4 1.0 1.4 0.1 0.0 5.00%

29 45 19.9 7.3 27.3 2.4 0.9 1.4 0.1 0.0 5.00%

30 46 18.6 7.3 26.0 2.4 0.9 1.5 0.1 0.0 5.00%

31 47 17.2 7.3 24.6 2.3 0.8 1.5 0.1 0.0 5.00%

32 48 15.8 7.3 23.1 2.3 0.7 1.6 0.1 0.0 5.00%

33 49 14.3 7.3 21.6 2.3 0.7 1.7 0.1 0.0 5.00%

34 50 12.8 7.3 20.1 2.3 0.6 1.7 0.1 0.0 5.00%

35 51 11.1 7.3 18.5 2.3 0.5 1.8 0.1 0.0 5.00%

36 52 9.4 7.3 16.8 2.3 0.4 1.9 0.1 0.0 5.00%

37 53 7.7 7.3 15.0 2.3 0.3 2.0 0.1 0.0 5.00%

38 54 5.8 7.3 13.2 2.3 0.2 2.0 0.1 0.0 5.00%

39 55 3.9 7.3 11.2 2.3 0.1 2.1 0.1 0.0 5.00%

40 56 1.9 7.3 9.2 2.2 0.0 2.2 0.1 0.0 5.00%

41 57 0.0 7.1 7.1 2.2 0.0 2.2 0.1 0.0 5.00%

42 58 0.0 5.0 5.0 2.2 0.0 2.2 0.1 0.0 5.00%

43 59 0.0 2.8 2.8 2.2 0.0 2.2 0.1 0.0 5.00%

44 60 0.0 0.7 0.7 2.2 0.0 2.2 0.1 0.0 5.00%

45 61 0.0 0.0 0.0

（注１）表現の都合上、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

国等からの
出資金年度年数

債務残高
　（年度当初要償還額）

会社からの
リース料
（収入）

利息支払い
（支出） 収支差

追加ケース４-１：将来金利＝５％
　　　　　　　　 交通需要推計　中位
　　　　　　　   基本ケースと比較し
　　　　　　　   約５％の増収を図る

行政情報ｼｽﾃﾑ室 
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道路関係四公団の債務返済イメージの試算例（６会社合計）
（単位：兆円）

消費税 リース料 建設費 新たな
相当額 支払い （注１） 更新経費（注１）

① ② ③ ①-②-③ ④ ⑤ ④+⑤

1 17 2.6 0.6 0.1 2.0 1.0 0.0 1.0

2 18 2.7 0.6 0.1 2.0 1.0 0.0 1.0

3 19 2.7 0.6 0.1 2.0 1.0 0.0 1.0

4 20 2.8 0.6 0.1 2.1 1.0 0.0 1.0

5 21 2.8 0.6 0.1 2.1 1.0 0.0 1.0

6 22 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

7 23 2.9 0.6 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

8 24 2.9 0.6 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

9 25 2.9 0.6 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

10 26 3.0 0.6 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

11 27 3.0 0.6 0.1 2.3 0.5 0.1 0.6

12 28 3.0 0.6 0.1 2.3 0.5 0.1 0.6

13 29 3.1 0.7 0.1 2.3 0.5 0.1 0.7

14 30 3.1 0.7 0.1 2.4 0.5 0.1 0.7

15 31 3.2 0.7 0.1 2.4 0.5 0.1 0.7

16 32 3.2 0.7 0.1 2.4 0.5 0.1 0.7

17 33 3.2 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

18 34 3.2 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

19 35 3.2 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

20 36 3.2 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

21 37 3.2 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

22 38 3.2 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

23 39 3.2 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

24 40 3.2 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

25 41 3.2 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

26 42 3.2 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

27 43 3.2 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

28 44 3.1 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

29 45 3.1 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

30 46 3.1 0.7 0.1 2.4 0.0 0.1 0.1

31 47 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

32 48 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

33 49 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

34 50 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

35 51 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

36 52 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

37 53 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

38 54 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

39 55 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

40 56 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

41 57 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

42 58 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

43 59 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

44 60 3.0 0.7 0.1 2.2 0.0 0.1 0.1

45 61

（注１）建設費と新たな更新経費には発生利息・民営化前に公団が実施する建設費を含む
（注２）毎年度の投資によって形成された資産及び債務は、すべて年度末に機構に承継されると仮定
（注３）表現の都合上、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

会社から機構へ
の承継債務（注２）

管理費料金収入年度年数

追加ケース４-１：将来金利＝５％
　　　　　　　 　交通需要推計　中位
　　　　　　　   基本ケースと比較し
　　　　　　　   約５％の増収を図る

行政情報ｼｽﾃﾑ室 
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道路関係四公団の債務返済イメージの試算例（機構）
（単位：兆円）

会社 金利
からの （有利子平残）

有利子負債 出資金 計 承継債務

1 17 38.2 5.6 43.8 1.8 0.7 1.1 1.0 0.1 1.96%

2 18 38.0 5.7 43.7 1.9 0.7 1.1 1.0 0.1 1.93%

3 19 37.8 5.8 43.6 1.9 0.7 1.2 1.0 0.1 2.02%

4 20 37.5 5.9 43.4 2.0 0.8 1.2 1.0 0.1 2.20%

5 21 37.3 6.0 43.3 2.0 0.9 1.1 1.0 0.1 2.43%

6 22 37.1 6.1 43.2 2.0 1.0 1.0 0.6 0.1 2.71%

7 23 36.6 6.2 42.8 2.0 1.1 1.0 0.6 0.1 3.04%

8 24 36.2 6.3 42.5 2.1 1.2 0.9 0.6 0.1 3.33%

9 25 35.8 6.4 42.2 2.1 1.3 0.8 0.6 0.1 3.66%

10 26 35.5 6.5 42.0 2.1 1.4 0.8 0.6 0.1 4.01%

11 27 35.3 6.6 41.9 2.2 1.5 0.7 0.6 0.1 4.29%

12 28 35.2 6.7 41.9 2.2 1.5 0.7 0.6 0.1 4.53%

13 29 35.1 6.8 41.9 2.2 1.6 0.6 0.7 0.1 4.73%

14 30 35.0 6.9 41.9 2.3 1.7 0.6 0.7 0.1 4.88%

15 31 35.0 7.0 41.9 2.3 1.7 0.6 0.7 0.1 4.96%

16 32 34.9 7.1 42.0 2.3 1.7 0.6 0.7 0.1 4.99%

17 33 34.8 7.2 42.0 2.3 1.7 0.6 0.1 0.1 4.99%

18 34 34.2 7.3 41.5 2.3 1.6 0.7 0.1 0.1 4.99%

19 35 33.6 7.3 40.9 2.3 1.6 0.7 0.1 0.0 5.00%

20 36 33.0 7.3 40.3 2.3 1.6 0.7 0.1 0.0 5.00%

21 37 32.3 7.3 39.7 2.3 1.6 0.8 0.1 0.0 5.00%

22 38 31.7 7.3 39.0 2.3 1.5 0.8 0.1 0.0 5.00%

23 39 31.0 7.3 38.3 2.3 1.5 0.8 0.1 0.0 5.00%

24 40 30.2 7.3 37.6 2.3 1.5 0.9 0.1 0.0 5.00%

25 41 29.5 7.3 36.8 2.3 1.4 0.9 0.1 0.0 5.00%

26 42 28.6 7.3 36.0 2.3 1.4 1.0 0.1 0.0 5.00%

27 43 27.8 7.3 35.1 2.3 1.3 1.0 0.1 0.0 5.00%

28 44 26.9 7.3 34.2 2.3 1.3 1.0 0.1 0.0 5.00%

29 45 25.9 7.3 33.3 2.3 1.2 1.1 0.1 0.0 5.00%

30 46 24.9 7.3 32.3 2.3 1.2 1.1 0.1 0.0 5.00%

31 47 23.9 7.3 31.3 2.3 1.1 1.2 0.1 0.0 5.00%

32 48 22.8 7.3 30.2 2.3 1.1 1.2 0.1 0.0 5.00%

33 49 21.7 7.3 29.1 2.3 1.0 1.3 0.1 0.0 5.00%

34 50 20.5 7.3 27.9 2.3 1.0 1.3 0.1 0.0 5.00%

35 51 19.3 7.3 26.6 2.3 0.9 1.4 0.1 0.0 5.00%

36 52 18.0 7.3 25.3 2.3 0.8 1.5 0.1 0.0 5.00%

37 53 16.7 7.3 24.0 2.3 0.8 1.5 0.1 0.0 5.00%

38 54 15.2 7.3 22.6 2.3 0.7 1.6 0.1 0.0 5.00%

39 55 13.8 7.3 21.1 2.3 0.6 1.7 0.1 0.0 5.00%

40 56 12.2 7.3 19.5 2.3 0.6 1.7 0.1 0.0 5.00%

41 57 10.6 7.3 17.9 2.3 0.5 1.8 0.1 0.0 5.00%

42 58 8.8 7.3 16.2 2.3 0.4 1.9 0.1 0.0 5.00%

43 59 7.0 7.3 14.4 2.3 0.3 2.0 0.1 0.0 5.00%

44 60 5.2 7.3 12.5 2.3 0.2 2.1 0.1 0.0 5.00%

45 61 3.2 7.3 10.5 2.3 0.1 2.2 0.1 0.0 5.00%

46 62 1.1 7.3 8.4 2.3 0.0 2.3 0.1 0.0 5.00%

47 63 0.0 6.3 6.3 2.3 0.0 2.3 0.1 0.0 5.00%

48 64 0.0 4.1 4.1 2.3 0.0 2.3 0.1 0.0 5.00%

49 65 0.0 1.9 1.9 2.3 0.0 2.3 0.1 0.0 5.00%

50 66 0.0 0.0 0.0

（注１）表現の都合上、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

国等からの
出資金年度年数

債務残高
　（年度当初要償還額）

会社からの
リース料
（収入）

利息支払い
（支出） 収支差

追加ケース４-２：将来金利＝５％
　　　　　　　　 交通需要推計　高位
　　　　　　 　　高速国道平均１割引

行政情報ｼｽﾃﾑ室 
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道路関係四公団の債務返済イメージの試算例（６会社合計）
（単位：兆円）

消費税 リース料 建設費 新たな
相当額 支払い （注１） 更新経費（注１）

① ② ③ ①-②-③ ④ ⑤ ④+⑤

1 17 2.5 0.6 0.1 1.8 1.0 0.0 1.0

2 18 2.5 0.6 0.1 1.9 1.0 0.0 1.0

3 19 2.6 0.6 0.1 1.9 1.0 0.0 1.0

4 20 2.6 0.6 0.1 2.0 1.0 0.0 1.0

5 21 2.7 0.6 0.1 2.0 1.0 0.0 1.0

6 22 2.7 0.6 0.1 2.0 0.5 0.1 0.6

7 23 2.8 0.6 0.1 2.0 0.5 0.1 0.6

8 24 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

9 25 2.8 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

10 26 2.9 0.6 0.1 2.1 0.5 0.1 0.6

11 27 2.9 0.6 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

12 28 2.9 0.6 0.1 2.2 0.5 0.1 0.6

13 29 3.0 0.7 0.1 2.2 0.5 0.1 0.7

14 30 3.0 0.7 0.1 2.3 0.5 0.1 0.7

15 31 3.0 0.7 0.1 2.3 0.5 0.1 0.7

16 32 3.1 0.7 0.1 2.3 0.5 0.1 0.7

17 33 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

18 34 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

19 35 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

20 36 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

21 37 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

22 38 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

23 39 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

24 40 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

25 41 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

26 42 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

27 43 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

28 44 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

29 45 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

30 46 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

31 47 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

32 48 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

33 49 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

34 50 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

35 51 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

36 52 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

37 53 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

38 54 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

39 55 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

40 56 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

41 57 3.1 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

42 58 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

43 59 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

44 60 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

45 61 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

46 62 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

47 63 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

48 64 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

49 65 3.0 0.7 0.1 2.3 0.0 0.1 0.1

50 66

（注１）建設費と新たな更新経費には発生利息・民営化前に公団が実施する建設費を含む
（注２）毎年度の投資によって形成された資産及び債務は、すべて年度末に機構に承継されると仮定
（注３）表現の都合上、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

年度年数
会社から機構へ
の承継債務（注２）

管理費料金収入

追加ケース４-２：将来金利＝５％
　　　　　　　　 交通需要推計　高位
　　　　　　 　　高速国道平均１割引

行政情報ｼｽﾃﾑ室 
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